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市政一般質問

宮田　真美 議員

　子育て支援に逆行するとして、全国知事会や市長会
では国に対し、子どもの均等割の減免が要望されてい
る。東京都議会においても、国に対する意見書が採択
され、埼玉県ふじみ野市では、平成30年度からの第３
子以降の均等割の減免が昨年12月議会で可決された。
大村市でも子どもの均等割の減免を検討してほしいが
どうか。

宮田　真美 議員

ひきこもりの家族会の
立ち上げに協力を

国保税の子どもの
均等割の減免を求める

答

　若年性認知症は、65歳未満で発症する認知症である。
また、認知症の前段階であるＭＣＩ（軽度認知症）は
適切な対応をとらなければ、認知症になる確率が高く
なる。このため、いずれの症状に対しても、早期発見
の支援体制の確立が極めて重要である。市内における
若年性認知症とＭＣＩの実態及び支援対策の現況につ
いて尋ねる。

　ひきこもりの方を支えているご家族から、「家族会
を立ち上げたい。運営は家族会で行うので、市には定
例での開催ができるように場所の確保と広報紙に開催
通知の掲載をお願いしたい。」との声が上がっている。
ひきこもりへの支援は、当事者だけではなく家族への
支援も大切である。市ができる支援と今後の家族会と
の連携をお願いしたい。

山北　正久 議員

若年性認知症
・軽度認知症の支援策

　国保税における子育て世代の負担軽減を
実施した場合、それ以外の被保険者の負担

増によって全体を賄う仕組みとなっているため、
どのような政策が最もふさわしいのかを慎重に議
論していきたい。なお、毎年、市長会を通じ国に
対して、子育て世代の負担軽減のための支援制度
創設の要望を提出しており、今後も市民の負担軽
減につながるよう行動したい。

答答 　若年性認知症については、現在、医師会
会員を含め、市内81医療機関による実態把

握調査が実施されており、その結果を踏まえ、対策に
つなげたい。また、全国の推定値により算出した本
市の患者数は、平成30年１月末時点で、認知症有病
者が3,439人、ＭＣＩが2,533人、合計5,972人と推
計している。本市では、認知症初期集中治療チーム
が、認知症の疑いのある方の家庭を訪問し、適切な
医療や介護につなげる役割を担っている。

　ひきこもりの方の御家族の精神的、経済
的な負担は大きいと言われており、御家族

への支援は大変重要であると考えている。また、
家族会への支援については、具体的な相談があれ
ば、前向きに検討し、家族会との連携についても、
家族会の意見を参考にしながら、どのような取り
組みができるか研究したい。

岩永　愼太郎 議員

免許証を自主返納した
高齢者への特典の提供

　高齢者ドライバーの免許証の自主返納を促すため、
運転免許証更新の際に、認知機能検査などが義務付け
られている。自主返納により不便を強いられる方への
対策として、他市では、タクシー代の半額を補助する
「マイタク利用券」などの特典がある。大村市におい
ても、市独自の特典の提供を考えられないか尋ねる。

答 　国は、平成29年６月に有識者から高齢
運転者交通事故防止対策に関する提言を受

け、今後、一定の方針を示すと思われる。市とし
ては、この方針を踏まえつつ、公共交通網に関す
る考え方を整理し、他市の先進事例を参考にして、
県内各市の担当課による交通
安全対策連絡協議会や庁内で
の協議を行い、取り組みを検
討したい。

JR岩松駅に快速列車の
停車を要望

　JR九州の３月ダイヤ改正により、竹松・諫早間の運
行本数が66便となる。うち、29便が快速列車であり、
岩松駅には停車しない。岩松駅近辺には、長崎医療セ
ンターや活水女子大学看護学部等があり、大規模な福
祉施設も建設中である。今後JR利用者の増加が見込ま
れるため、岩松駅への快速列車の停車を要望できないか。

答

廣瀬　政和 議員

福祉・医療・保健福祉・医療・保健福祉・医療・保健福祉・医療・保健

福祉・医療・保健福祉・医療・保健産業・経済・労働産業・経済・労働

　Ｖ・ファーレン長崎が、Ｊ１リーグへ昇格した。県
立総合運動公園での全20試合の県外からの来場客は、
１試合当たり３～４千人と予想される。すでに航空便
も満席で、諫早市内のホテルも満室の状態である。雲
仙市では、宿泊費を補助する予算を計上している。大
村市を素通りのまちとしてはならない。農家民泊を含
め、宿泊・観光へ誘客する施策が遅いのではないか。

水上　享 議員

サッカー観戦客の
大村への宿泊・観光誘客へ　

答 　 Ｖ・ファーレン長崎を活用した観光誘客
については、今後、受け入れ側のホテル・

旅館組合やコンベンション協会との協議を行う。
また、空港を利用した物産展や、飲食店にアウェ
イチームの旗を掲示し誘客するなど、県と県下市
町で一丸となって進める必要があると考えている。
また、農家民泊については、グリーンツーリズム
推進協議会と協議していきたい。

　今後、新幹線の整備、開業にあわせ、市
内に新たに整備される新駅の利用状況や全

体的な利用状況を踏まえ、研究していきたい。

　本市では平成31年１月から、子ども医療費助成制度
の改正により、未就学児対象の現物給付と小中学生対
象の委任払いの２つの制度が混在することになる。窓
口で医療費を支払う保護者や事務手続きを行う医療機
関において、混乱が生じることが懸念されるが、今後、
小学生も現物給付の対象にする考えはあるのか。また、
国のペナルティが廃止となれば、小学生を現物給付に
する考えはあるのか。

小林　史政 議員

子ども医療費助成制度
への現物給付の導入

答  小学生までの医療費の現物給付制度の導
入については、断念しておらず、協議・検

討を重ねていかなければ
ならないと考えている。
また、国のペナルティが
廃止されれば、小学生は
現物給付とする。

　政府は、幼児教育無償化を2020年から実施するこ
ととしている。現在、約4,300人の幼児が保育所等に
入所しているが、待機児童は117人と施設不足は明ら
かである。無償化となれば、保護者の求職段階からの
対策が必要となり、混乱が生じないように施設整備は
急務であるが、対策は考えているのか。

村上　信行 議員

幼児教育・保育料
無償化対策

答 　国においては、2020年を目途に、幼児
教育無償化を進めていこうとしているが、

現在、詳細は示されていない。市としては、無償
化が本市の教育・保育
ニーズに与える影響は大
きいと考えている。今後、
制度の内容をしっかり確
認し、適切な受け皿確保
に全力で取り組みたい。

注５

▼
注
５
：
市
町
村
が
現
物
給
付
方
式
で
助
成
す
る
場
合
、
国
民
健
康
保
険
の
国
庫
負
担
金
が
減
額
さ
れ
る
仕
組
み


